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　はしがき
　現実の世界経済が転期をむかえ，世界経済の再編成に
ついて論じられている。こうした問題に接近する場合
に，重要なことは，各々論じられる人々によって概念を
異にしていることであり，概念に関する理論上の整理を
おこなうことが重要な課題として提起される。
　世界経済という場合，国際経済とは異った理論上の内
容を含んでいる。ところで我々の議論の出発点において
関心のまととなった「新国際経済秩序」に関する諸原則
がある。そこでは，現在の国際的経済諸関係についての
基礎となる考え方が整理されている。ここではあくまで
も各国国民経済の存在，ないしは，それらの現状を前提
にした上で，各々がどのような関係で結ぽれなけれぽな
らないのかという問題へのひとつのこたえであるという
ことができる。
　ところで，現実の国際経済関係についての実際的な対
一63一
明治大学社会科学研究所年報
応としては，このような接近が適切なものとして理解さ
れるのであるが，このような国際経済的諸関係の改革に
対する提案をめぐって，さらに理論的な接近をするため
には，そこにのべられている諸原則に対する原理的考察
が必要となってくるのである。こうして国際経済諸関係
についての原理的，ないしは法則的解明が実際に直面し
ている国際経済の新しい秩序論の編成というきわめて現
実的，政策的課題に対しても要請されている。
　そこで，まず国際経済，すなわち諸国民経済の諸関係
というとき，国民経済の存在が前提とされ，それらの関
係が研究対象ないしは政策領域として考えられていると
いうことが念頭におかれる必要がある。したがって，国
民経済をどのようにとらえ，どう理論的に位置づけるか
ということ，さらに国民経済と国際経済（国際経済を諸
国民経済の単なる関係と考えるか否かということによる
その理論的設定は異るが）の関係はどう理解するのかと
いうことが課題として提起される。換言すれば，国際経
済という範疇には，国民経済に関する理論的把握が，ど
うしても先行しているといいうる。元来国民経済とは，
資本主義の生成・発展が実現している近・現代史におい
て確立した歴史範疇である。と同時に，これは，資本主
義世界市場の構成単位ともなることによって，経済学上
の重要な理論上の範疇ともなっている。
　さて，このように国民経済論を基本的範疇として位置
づけ，それのもつ歴史的意味，理論的意味を問うことが
世界経済上の課題に接近しようとする場合，とくに経済
学の理論的課題のひとつとしてその再編成問題をとりあ
げようとする場合の最も基本的な課題として設定されて
いるように思われるのである。少くとも，国民経済が，
経済学の場合，理論構成の大前提となっていることは確
かである。それを意識的に明確にしておくことは，ひと
り，世界経済的問題意識にのみかかわっているわけでは
ないように思われる。
　1　国民経済と世界経済
　国民経済という概念は，近代ヨーロッパの成立とかか
わって，不可欠のものである。ヨーロッパの近代国家確
立の基礎には，国民経済の形成が不可欠であって，この
過程がどのようにすすんでいったかを把握することなし
には，近代ヨーロッパ世界は，えがきだすことができな
い。したがって，西洋経済史の研究過程のなかで国民経
済範疇は，歴史的過程におけるものとして成立してきた
のである。この歴史範疇としての国民経済を，もっとも
一般化し，整理することに成功したのがいわゆる大塚史
学とよばれるものであった1）。
　大塚史学における国民経済範疇は，商品経済の発達に
ともなう市場形成の過程において成立するものとしてと
らえられている。局地市場圏の形成から，国民市場への
発達過程がすなわち，国民経済形成の過程だと考えられ
ている。そして，市場形成の過程，その市場の広がりが
いっそう拡大していく過程，こうした過程をおしすすめ
るものとして生産力が登場してくる。生産力の発展が社
会的分業の拡大を通じて市場を広げていくのである。
　この論理は，現実のヨーロッパにおける資本主義の発
達の過程を通じて検証され，各国の比較経済史の研究方
法を通じて各々の国民経済成立過程の類型として把握さ
れ，そこにおける共通の特徴の検出として「局地的市場
圏」の形成の理論として一般化され，大塚史学としてよ
ばれるにいたったのである。
　こうした歴史範疇としての国民経済をさらに深めたも
のとして高島氏の研究にふれることができる2）。高島氏
の研究は，やはり生産力の発展の論理を基底にもってい
るが，生産力概念を社会的生産力としてとらえ，生産力
を社会全体の共同作業によって発展するものと定義する
ところに大きな特色がみいだされる。したがって，生産
力の発展過程は，つねに社会的生産力の発展過程として
把握され，発展の過程に，国民的生産力として把握され
なければならないような一つの歴史的段階に到達するの
である。この段階　この発達した生産力に照応している
社会，それが「市民社会」である。
　このように市民社会がひとつの歴史の発展過程のなか
で把握され，市民社会に照応する国家が，近代国家であ
り，その経済的基盤として国民経済の成立が確認される
ことになるのである。
　またこの市民社会の形成過程は，近代ヨーロッパ世界
においては，民族としても把握されるのであり，高島氏
においては，生産力の体系としての国民経済の形成がま
た民族としての存在でもある。国民経済という社会の基
礎における形成過程が，実は，近代国家における強力な
結合力となる民族を基盤としても形成されるのである。
　このようにして国民経済は歴史範疇としてまつ定義さ
れてくるのであるが，その成立の基盤には，商品経済の
発展，市場の形成，それをかたちつくる社会的分業，生
産力，資本の形成と発達が認識されている。すなわち近
代資本主義の発達に対する明確な認識を必要としてい
る。したがって，国民経済に関する認識は，経済学の論
理をどうしても必要としている。
　歴史範躊としての国民経済は，こうして研究のすすむ
にしたがって，経済学上の範疇として確認されざるをえ
なくなるのである。しかし，経済学は，本来，国民経済
を当然のこととして前提になっていて，研究課題とはな
りえなかったが，資本主義のヨーロッパへの伝播ととも
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に，国民経済を意識的に考察の対象とするようになって
きた。
　経済学上の範疇として国民経済を把握しようとする場
合，歴史範疇としてのそれとどのように異るのであろう
か。換言すれば，経済学の理論体系のなかで国民経済と
いう簿疇がどのように位置づけられるのであろうか。経
済学の理論としては，特に国民経済という範疇を必要と
しないという立場すら存在している。すなわち，一般理
論，ないしは原理としての経済学という抽象性の段階に
おいては国民経済という具体性をおびた概念は位置づき
えないのである3）。換言すれば，経済学の理論範疇とし
ての国民経済は存在しえないのである。こうして積極的
に経済学から国民経済という範躊を排除することにな
り，国民経済は，歴史範疇，政策範疇．としてしか存在
しえないのである。こうした立場に対して木下氏はつぎ
のように批判している。
　「近年，世界資本主義論的見解が有力になりつつある
が，そこでは資本の支配する内部と資本にとっての外部
の区分が強調され，資本の支配する内部における国民経
済と国民経済の関係が理論の視野から抜けおちる傾向が
みられる。この種の世界経済論では，国際経済領域で資
本主義が生み出す独自的諸範疇の分析が顧みられず，代
って歴史的事実の因果関係的説明に席を譲る結果になっ
ている。」4）
　世界経済を理論上の対象にしようとすればどうしても
国民経済との関係において，いいかえれば，世界経済に
経済理論上の範疇が与えられるためには，国民経済もま
た理論上の範疇として位置づけられなけれぽならない。
木下氏においては，世界経済は，資本主義と資本主義外
の社会の総体としての世界ではなく，資本主義内部にお
ける複数の国民経済の複合体として把握されている。そ
して各々の国民経済は，総体性をもつたひとつの経済的
有機体として認識される。生命をもった人間の有機体的
集団として国民経済が理解されると同時に，そのような
集団の運動の原理としての資本主義が認識され，資本の
運動法則が，国民経済を動かしていくことになる。国民
経済の能動性が世界経済を編成することになる。
　こうして資本の運動法則が国民経済を動かす。この国
民経済の動きが資本制世界経済をかたちつくる5）。
　皿　世界経済の編成と経済法則
　国民経済の運動法則，国民経済をとおしての資本の運
動法則が世界経済を編成する。資本主義は，こうして国
民経済の複合体として世界経済が編成され，たえず国民
経済を媒介にしながら変化・発展しているのである。
　ところで，国民経済を通して貫徹していく資本の運動
法則は，どのように貫徹していくのであろうか。国民経
済の動きを規定すると同時に，世界経済の動きを規定し
ていくという関係のなかで，法則を把握しなければなら
ない。このように法則の作用する場としての世界経済を
みる場合に一般的・抽象性で把握されていた法則とは異
り，重層的な経済の編成のなかでの法則の貫徹という問
題が提起されている。
　世界経済を編成する過程が，国民経済によって促進さ
れる。資本の運動が世界経済をかたちつくっていくとい
うことは，具体的形態として国民経済の複合体として編
成されることになり，国民経済の運動法則という課題に
直面する。ところで，そのような運動の主体として国民
経済範疇を認識することができるのであろうか。国民経
済ではなく，国家範疇を世界経済認識の基礎としてない
しは世界市場構成単位として位置づけようとする立場が
主張されることになる。
　かつて，マルクスは，資本論につづく経済学体系の後
半として，国家からさらに上向して，外国貿易，世界市
場，恐慌にいたる理論展開の構想が考えていた。っま
り，この体系からするならぽ，世界経済に対する理論的
認識は，国家から出発しなければならないということに
なる。こうして，国民経済を市民社会，またはブルジョ
ァ社会の総括として把握しようとすることが，そもそも
理論的に間違っているのであって，世界市場の構成単位
からさらに世界経済の構造の基本としては，あくまで国
家範疇でなけれぽならないのである6）。
　吉信氏は，資本主義の発展過程を一般化し，歴史過程
を論理化していくなかで，マルクスの上向法をたどって
いく。そこでは，資本と賃労働の関係が成立していく過
程と近代国家の成立過程の照応関係が追求される。近代
ブルジョア国家における社会の共同利益がいかに階級的
利益に転化していくか，という国家の諸機能の実現過程
があきらかにされていく。略言すれば，資本の運動法則
は，国家の形態によって総掻されることによって，世界
市場においては，国家の運動法則となっている。
　この点について，吉信氏と意見を異にする木下氏の場
合も，国家を商品のフエティシズムの展開としてとら
え，その階級的本質がいかにも共同利益の体現者のよう
な形態であらわれるかを説いているが，だから木下氏に
とっては，こうしたフェチジズムにとらわれない世界市
場における経済過程の認識には，国家ではなく，国民経
済を基礎において考察することが重要になっているので
ある。
　国家を単位に世界市場ないしは世界経済を考えるとい
うことは，国家の動きを通じて国家の対外活動を媒介に
した国家間の関係の総体として認識するという結果へと
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論理上の飛躍がおこりがちである。すなわち，経済学の
理論の枠からはずれ，いわゆる国際関係論になってしま
うという問題点をもっている。この理論がそうした安易
な論理におちいらないためには，経済学体系における国
家範疇をはっきりと位置づけておかなくてはならない。
　だから，吉信氏はつぎのようにのべて，国民経済概念
をしりぞけて，国家概念を採用することになる。「経済
学批判体系」において把握されなければならないと思わ
れる国家は，われわれが，常識的に受け入れている国民
経済という概念に比べて，より多面的な，より複雑なよ
り機能的な概念である。したがって，国民経経済という
概念をもって，国家に取ってかえることは，しぼしば論
理展理のうえで困難をともなうように思われる。」？）
　ここで指摘されているように資本の運動を体現して，
世界市場において「より機能的な概念」として国家が，
その運動の主体となるそれはあくまでも，国民経済では
ない，というところが重要な理論上の基点となっている
のである。
　内なる総括ののちに，国家は外側にむかって運動を展
開していく，資本の運動は，世界への拡がりを求める場
合には，つねに国家形態をとっている。ここに近代ブル
ジョア国家の行動原理があり，資本は，内的要因として
国家形態を求めると同時に，その国家形態を通じて，外
なる世界へと運動を展開する。しかし，その場合，資本
主義の内・外の関係ではなく，国家という枠を資本その
ものが要求することによって，ブルジョア社会そのもの
が，つねに諸社会として，そしてまたそれは諸国家を形
成することによって諸国家群として現象しているのであ
る。したがって，国家が外側へ向かうということは，必
ずしも資本主義の外を意味するわけではない。
　こうして，吉信氏は，マルクスのしめした「経済学批
判体系プラン」にしたがって，論理の上向をたどること
になる。
　まつ第1に，外側に向かっての国家において，国家を
どのように把握することによって理論の展開がえられる
か。「資本主義国家はそのまま，ブルジョア社会であり，
ブルジョア社会はそのまま資本主義国家である。したが
って，その外側に向かっての影響は，「政治的権力」と
　「経済的権力」との同時的利用として現われる。」8）
　第2に，国家の能動性は，機械制大工業によって与え
られ，産業資本のもつ力がその国家の対外的力となり，
その態動的リーダーシップとなっている。そしてこの国
家の能動的力によって，国際分業が形成されていく。し
たがって，その国家が「他の諸社会を強制的に自己の影
響下に製品販売市場及び原料生産地として編成替えしよ
うとする。」9）（傍点は引用者）
　第3に，前項での諸社会のなかには，もちろん，植民
地や半植民地も含まれることになる。つまり，世界市場
という経済学範疇は国家を基礎範疇とすることによっ
て，非資本主義経済をもそのなかに包含することにな
る。それは，世界経済の形成，そのものを論理のなかに
とりいれることになる。問題は，資本主義世界経済＝資
本主義経済のみの世界ではない。そのような世界は歴史
上存在しない世界であるし，世界経済はそもそも資本主
義によって編成されながら，つねに非資本主義を内包す
るものである。したがって，理論上においても非資本主
義を内包する論理が要求されるのであり，国家概念は，
こうした意味においても重要な論理上の要をなしている
のである。
　第4に，さて，われわれは国民経済について，考察を
してきたが，そもそも，この国民性は，国家によっては
じめて与えられるものである。
　「すなわち，国民的価纏，国民的労働，国民的剰余価
値率，国民的労働日，国民的労働強度，国民的労働生産
性，国民的賃金，国民的資本構成，国民的利潤，国民的
利子率……といった諸範疇　　すでにマルクスが『資本
論』の叙述においてそれぞれ関係のある個所で必要なか
ぎりふれている一がそれであろう。そして，その直接
的表現は，相異なる諸国におけるそれらの相違である。
もちろんこれらのものは個々ばらぼらで連関のない存在
ではなく，全体としてそれぞれの国家によって総括され
る社会の経済的構造に即自的に止揚されている。」lo）
　国家が形成されることによって，経済的諸概念が国民
性をもち，国民的という属性を付与された諸範疇が成立
し，そのことによって国民経済が成立するのである。し
たがって経済的諸法則は，国家形態を径ることにょっ
て，国民経済における貫徹と，世界経済における貫徹に
二重の形態をもって具体的な貫徹が実現しているという
ことがでぎる。
　皿　世界経済における不均等発展と経済法則
　資本主義経済の発展をつくりだしていくものの根源と
して，たえざる生産力の発展がある。経済は停滞的な特
質をぬけだし，たえず競争を通じて，生産力の発展をっ
くりだし，そのことによって，経済が不断に変化・発展
していくところに，資本主義経済の特質がある。この生
産力と生産関係の結合形態のとくちょう，すなわち，そ
れ自体に内包された発展へのダイナミックな力量の発現
が不断に生じていくということ，ここに資本制生産様式
の独自性がみとめられる。
　この資本制生産様式における特徴が，すなわち，生産
力発展の独自の役割が，資本主義世界経済の形成・発展
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においてどのような形をとって出現してくるのであろう
か。そこで第1の問題点は，資本の生産性をひきあげて
いく運動が，国民経済的広がりのなかでどのような形態
であらわれるか，それが国家間の競争としてあらわれる
以上，国家の生産力という形態となるのである。ところ
で，この競争の場となっているのが，世界市場であり，
この世界市場で，諸国家間の関係を規定しているのが，
国際間における価値法則の問題である。つまり，国際間
における価値法則の研究が，国際的経済関係の基本的性
格を規定するものとして把握される1D。
　国際間の商品交換は世界市場における価値法則の貫徹
により，その具体的形態が与えられることになる。その
交換の発展過程において，資本主義的国際分業が形成さ
れる。諸資本の世界市場における競争は，諸国家間の関
係を経済的側面では，資本主義国際分業の形態をとって
定着していくことになる。資本の運動法則が，資本の運
動と諸資本間の競争を通じて，資本主義世界経済の具体
的形態を形成していくことになる。
　資本主義世界経済の基本的性格をきめている，ないし
は，資本制世界経済の基礎構造となっているもの，それ
が資本主義国際分業である。この国際分業を通じて実現
しているところの，国際的な商品交換は，各々の国民経
済にどのような影響を与え，こうした資本主義世界経済
を外部的環境としている個々の国民経済はどのような発
展過程をたどるのであろうか。
　こうして国際間における価値法判の作用を通して，論
理的にはふたたび国民経済が主体となる課題が設定され
ることになる。すなわち，資本主義国際分業構造の部分
として組込まれている国民経済の発展の具体的形態が，
価値法則の貫徹によってどのような影響をうけるかとい
うことになる。
　ここから，第2の問題点として，価値法則の世界市場
における貫徹と，国民的生産力の発展との関連性如何と
いうことが提起されることになる12）。
　そもそも資本主義国際分業は，先進資本主義諸国にお
ける資本主義的工業諸力の発展にもとずく，資本の運動
が，国家形態を通じて国際的に展開していく形態なので
ある。したがって，国際分業を形成し，促進する価値法
則は，一国国民経済の生産諸力を発展させていく資本の
運動法則と結合して貫徹していくことになる。すなわ
ち，換言すれぽ，資本の運動法則は，つねにその生産力
の発展を促進するという結果をつくりだしていくのであ
るから，世界市場における資本の運動は，一方で資本相
互における競争をもたらし，そのことは国家間の競争と
いう形態へと発展するが，他方では，資本主義諸国は全
体として非資本主義的諸国，すなわち，資本主義的生産
諸力発展の法則とは異った法則性をもった諸国に対して
従属的諸形態をつくりだしていくことになっている。
　そこで，この従属的形態は，世界経済のなかで，どの
ような特徴をもった経済に発展していくのであろうか。
独立した国民経済とは異った経済としての特徴，つまり
は，国民経済形成への過程とは異質なる経済の発展過程
の存在が，認識される。これを，中国の研究者は，植民
地経済とよんでいる13）。
　そこでの特徴は，第1に，商品経済の発展は顕著にみ
られること，第1に，産業資本の発展への諸要因がかけ
ていること，第3に，商品経済の発展をリードしている
経済部分として，帝国主義諸国の金融資本が侵透してい
ること，第4に農村には，古い生産関係が広汎に残って
いることなどであった。このようにして，資本主義世界
経済の重要な構成部分として新しい経済構造，つまり植
民地経済の出現が研究の対象として重要視されてきたの
である14）。
　この植民地経済という範疇は，世界経済のなかでどの
ような論理的位置づけが行われるのであろうか。世界経
済の基礎構造である国際分業は，国民経済の成立を前提
にし，国民経済が相互に関係づけられる構造の基本をな
すものとして認識される。つまり資本主義世界経済の基
礎となる世界市場は，国民経済相互の分業関係，すなわ
ち，国際分業の生成によって形成されている。ところ
で，すでにみてきた植民地経済は，現実の世界市場の形
成過程において，その分業構造の重要な構成部分である
広大な農業地域を担う部分として定着し，先進工業諸国
との間における相互依存的関係を発展させていくのであ
る。
　ここに第3の問題が明確な形をもって提起される。す
なわち，植民地経済とは，そもそもどのような性格をも
った経済と考えれぽよいのかということである。先進工
業国との資本主義的国際分業関係におかれることによっ
て，その経済のも従属的性格については，国際間の価値
法則の作用から理論的に規定することはできる。すなわ
ち，「この国際分業は後進国国民にとっては，……工業国
のための補完的構造として，……その発展の可能意を失
う。……そして，つねに先進国の動向に左右され，……
支配と従属の経済的基礎をつくりだす15）」。
　このように国民経済を構成要因として，そこでの国際
分業構造，および価値法則の作用としての資本の運動を
追求していくかぎり，支配・従属の関係を解明し，その
経済，つまり植民地経済の従属的性格を指摘するにとど
まっていた。そしてその構造の分析においても奇型的商
品経済の発展，帝国主義に従属した資本主義化の特徴を
折出するにとどまったのである16）。最近になって，この
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ような分野に新しい研究の成果がもたらされはじめてい
る17）。
　新従属学派と呼ばれている一連の人々の研究には，参
考になる論点が多い18）。
　「世界史の流れから孤立した地域が陥っている低開発
は，遺制の残存や資本の不足に原因があるのではない。
むしろ低開発は，経済発展を生みだしているのと同じ歴
史過程，つまり資本主義の発展そのものによって創出さ
れてきたのであり，それはいまなお変らない。」19）
　フランクは，「低開発の発展」という逆説的な表現と
アジア，アフリカ，ラテンアメリカ地域の低開発とを，
盾の両面として，同一の過程の進行を表わしている，す
なわち，資本主義の発展としての低開発を定義したので
ある。そして，この両者の関係は，「過去も現在も続い
てきている低開発的衛星諸国と先進的中枢諸国の間の経
済をはじめとする諸関係20）」として把握されたのであ
る。しかし，この中枢・衛星の関係では，資本の運動法
則によってつくりだされた世界経済像とどのように関連
して把握されているのか，不明であり，そのうえ，世界
資本主義の歴史的過程のそれぞれの段階における具体的
構造把握への論理に欠けている21）。
　フランクは先進・後進の関係ではなく，「低開発の発
展」としてとらえることによって，後進国開発論的アプ
ローチを批判した。しかし，低開発の内容把握に不十分
さがあったと考えられる。このようなフランクの不十分
さを克服したのが，S．アミンの理論である。
　アミンは，第二次大戦後に展開された「第三世界」に
対する大規模な投資を国際的資本蓄積としてとらえ，そ
のことによって新たな従属関係がつくりだされていると
考えた。
　「経済成長が続くにつれて，周辺部の構造を決定する
このような諸特徴は，ひとつも弱められずかえって強め
られるのである。中心部においては成長は発展である。
つまり，統合されているからである。一方周辺部では，
成長は，発展ではない。というのは，非接合だからであ
る22）。」
　すなわち，先進資本主義国での資本蓄積の過程に発展
途上国の経済をも包含することによって，発展途上国経
済に「非接合」の状態をつくりだしている。そして，こ
のことが「低開発の発展」をもたらしているのである。
　この非接合という特徴をもっている周辺部における接
合関係は，中心部経済の発展に従属してはじめて成立し
うるものである。だから，この周辺部接合と中心部にお
ける再生産構造との統合において資本主義の発展が実現
していった場合，周辺部においては，どのような経済の
発展がみられるであろうか。すでに資本主義が，世界的
規模で発展している以上，この周辺部自体の経済発展も
また資本主義的発展とみるべきなのである。
　「この移行は，ヨーロッパ，北米，日本のように十分
に資本主義化した諸国，より正確にいうならば，世界資
本主義体制の中心部をなしている諸国における移行とは
別のものである。この体制の周辺部の構成体への移行が
問題なのである。したがって，なぜこの差異が生ずるの
か，またその差異がどこにあるのかを理解しなけれぽな
らない。現代の文献の糧となっているく二重社会論〉と
かく低開発〉とかいう誤った概念の源にあるものは，現
行経済く科学〉の慣行であるこの一連の受容しがたい単
純化なのである。唯一の科学的概念は，前資本主義構成
体から周辺資本主義構成体への移行の概念である23）。」
　この周辺資本主義社会構成体は，資本の運動法則によ
って規定されているが故に，資本主義的性格が付与され
ている。しかしながら，資本主義的生産関係の発展によ
って資本が国内市場を征服しているわけではない。した
がって，非資本主義的部分をもち，それと併存するとい
う関係を内包した社会構成体ということがでぎよう。前
資本主義構成体から周辺資本主義構成体への移行は，資
本の運動法則によってもたらされるのであるが，それ
は，中心部における資本主義の発展であって，周辺部に
おいては自立的な資本の展開がおこらないという関係が
成立しているのである。
　この理論の特徴は，世界経済像として単一の世界資本
主義体制が与えられ，この体制が中心資本主義社会構成
体と周辺資本主義社会構成体とから成りたっているとい
う構造をとっているところにある。そして，この周辺資
本主義社会構成体は，現在の世界資本主義体制のもとに
おいては，中心資本主義社会構成体に従属する構成体に
なっているが故に，この周辺部の社会構成体が発展・転
化して中心資本主義社会構成体になりえないのであり，
周辺社会においては，中心資本主義社会構成体へと発展
していく道はとざされているのである。世界資本主義の
発展は，その周辺部分においては，周辺資本主義社会構
成体としてしか発展していかない。このようにして資本
主義世界経済における不均等発展は，中心部資本主義に
対応するもうひとつの部分，すなわち，周辺部分におい
て，中心とはまったくことなった経済としての周辺資本
主義構成体の発展をもたらしているのである。
　「周辺部の経済成長に応じて強まっていく低開発性
は，必然的に成長停止へとむかう。すなわち，達成され
た一人当り生産がどうであろうと，自律的かつダイナミ
ズムを内包した成長へと移行することが不可能となるの
である24）。」
　このようにして，アミンにおける不均等発展の理論
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は，中心，周辺というまったく異った資本主義構成体を
つくりだしている資本の運動の世界経済における展開と
して体系づけられているのである。そこには現実の世界
経済の展開における国家や国民経済は論理上に登場して
こない，より抽象的な論理段階として考えることもでき
るけれどもしかし，アミン理論では上向の道すじは，マ
ルクスのプランのように示されてはいない。こうした点
についての検討は，他日を期したい。
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